
                       平成１６年９月３日 

                        独立行政法人国民生活センター 

美容医療にかかわる消費者被害の未然防止に向けて－概要－  

１．目的    

「美容医療」に関する相談が増加傾向にある。2002 年度 860 件で前年度比 24.3％増、2003

年度は856件で、1997年度以降4,237件の相談が寄せられている（2004年 7月15日迄PIO-NET

登録分）。 

「美容医療」は医師が行う医行為ではあるが、病気の治療や予防のための医療ではないの

で、保険診療の対象ではなく、全額費用負担する自由診療で行なわれる。「美容医療」は、相

談者の年齢層も幅広く、雑誌広告などで活発な営業活動が展開されていることも相まって、

消費者のニーズは益々増加することが考えられる。 

一方、契約に際しての情報提供に適正さを欠き、説明が不十分な契約が多いなど、適切な

消費者契約が行われないままに推移することは、消費者被害の増加を懸念させる。 

今回、「美容医療」に関する相談の実態把握・分析などを行い、研究会において現状と問題

点、消費者被害の未然防止策について検討し、消費者向けのアドバイスとしてチェックリス

ト等についてとりまとめた。 

 

２．調査内容 

１）相談内容（PIO-NET）について分析して、「美容医療」にかかわる問題点を把握する 

２）雑誌広告の実態を調査して問題点を整理 

３）｢美容医療｣の消費者契約としての位置づけ 

 ４）「美容医療トラブル」に関する判例と消費者保護(特に説明義務) 

 ５）業界団体へのヒアリング 

 ６）消費者被害の未然防止のための方策、チェックリストの作成 

 

３．調査研究の方法 

上記の項目に関し、専門家 4 名とオブザーバー2 名からなる研究会を 5 回開催し、被害の

未然防止策等について検討し、「美容医療」に際してのチェックリスト等をとりまとめた。  

研究会の構成 

委 員    漆畑 修  東邦大学医学部皮膚科助教授（委員長） 

         井花 久守 弁護士 

加藤 済仁 弁護士 

       新美 育文 明治大学法科大学院教授 

オブザーバー 南部 利之 公正取引委員会取引部前消費者取引課長(第 3 回研究会迄出席) 

菅久 修一 同 取引部消費者取引課長 （第 4 回研究会以降出席） 

鈴木 弘彦 同 取引部消費者取引課企画係長 
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Ⅰ「美容医療」にかかわる相談 

「美容医療」1に関連する消費者からの相談が全国の消費生活センターおよび国民生活セン

ターのPIO－NET（全国消費生活情報ネットワーク・システム）に、1997 年度以降 2003 年度

までに 4,237 件寄せられている。2002 年度の件数は 860 件（前年度比 24.3％増）であり、2003

年度は 856 件であった（2004 年 7 月 15 日迄の登録分）。 

 

 
１．PIO－NET にみる「美容医療」に関する相談の現状〈本文第２章 22 頁〉 

(１）相談件数が年々増加し、2002 年度の件数は対前年度比 24％増加 

  PIO-NET には「美容」を目的とした医療サービスに関して、1997 年度以降 2003 年度まで

に 4,237 件の相談が寄せられている（図１）。 

 

図１　年度別件数（性別)
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1 PIO-NETに「医療サービス」として分類登録さ

など）に関連する医療サービスで、具体的施術

腋臭、隆鼻、アゴ削り、ピーリング、シミ、シ

医療」とし、それ以外を「他の医療」とした。

「美容医療」の対応している診療科（医療法第

「皮膚科」「泌尿器科」など。 
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図2　性別年代別件数
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れている中で、「美容」（美容外科、美容整形

として脱毛や二重まぶた、脂肪吸引、豊胸、

ワ、包茎に関して相談があったものを「美容

 

70 条）としては主に「美容外科」「形成外科」

 



 

(２）相談者は男性 21.3％、女性 74.6％ 

相談者は男性が 904 件（21.3％）、女性が 3,162 件（74.6％）である。 

(３）年代は 10 歳代から 70 歳代まで幅広い年代層 

年齢は 20～30 歳代を中心として、10 歳代から７0 歳代まで幅広い年代層から相談が寄せら

れている（図２）。 

(４）10 歳代の相談件数は男性の方がやや多い 

男性は 20 歳代 502 件（55.5%）に次いで、10 歳代 209 件（23.1%）で 20 歳代以下の若者

の割合が 8 割となっている。男性の場合、10 歳代の相談件数は女性よりも多い（図２）。 

(５）平均契約金額は 61 万円 

契約金額が判明している 3,052 件の平均契約金額は 610,240 円であり、契約金額が 10 万円

以上は 2,688 件（88.1％）で 9 割弱。50 万円以上は 1,336 件（43.8%）であり医療費として

は高額であった。特に男性の平均は 88 万円を超えていた。 

(６）内容別分類では「契約・解約」、「役務品質」、「安全･衛生」、「価格・料金」が上位 

相談内容別分類（４項目複数回答）の上位は「契約・解約」2,460 件（58.1％）、「役務品

質」2,170 件（51.2％）が半数を超え、以下「安全･衛生」1,002 件（23.6％）、「価格・料金」

810 件（19.1％）、「販売方法」512 件（12.1％）であった。 

 
２．相談の特徴〈本文第２章 27 頁〉 
(１）役務サービス・施術の種類は「脱毛」関連、「レーザー」関連、「包茎」関連が上位 

 相談が寄せられた役務サービス・施術の種類の上位は「脱毛」関連が 909 件、「レーザー」

関連 827 件、「包茎」関連 579 件、「二重まぶた」関連 382 件で、「シミ」関連 342 件などであ

る。 
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図３　相談上位項目構成比（複数回答）
 施術サービス毎の契約金額が判明している

平均契約金額の上位は、「包茎」関連が 100
万円を超え、以下「脂肪吸引」関連が 99.9
万円、「豊胸」関連が 98.5 万円、「注入（包茎

含む）」関連が 75.4 万円などである。 
 
(２)「施術不良2」「高価格･料金」「雑誌広告」

「解約」に関連する相談の割合が高い 

「施術不良」が 36.5％3（1,092 件）で高く、 
 

                                                 
2 医療、エステ、理美容など人体に直接施すサービス内容の不良。2000 年度に追加したキー

ワード。 
3 「施術不良」は 2000 年度以降の相談件数 2,993 件に占める割合、これ以外の「高価格･料

金」以下は 1997 年度からの全相談 4,237 件に占める割合を算出。 
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以下「高価格・料金」19.2%（812 件）、「雑誌広告」16.9%（716 件）、「解約」16.9%（716
件）、「返金」14.4%（611 件）などであった。 

性別と年代で相談の内容に差が見られた。 
「広告」は、週刊誌や月刊誌など「雑誌広告」716 件、「折込広告」110 件などをあわせる

と 995 件（23.5%）であった。 

 

(３）広告関連の相談件数が年々増加 

美容医療に関する相談のうち、広告関連での相談件数が年々増加し、2003 年度までに 995

件であった。「雑誌広告」は広告全体の 72.0％をしめ、最近では「インターネット」に関す

る相談もみられる。 

 

 

３．相談における問題点のまとめ〈本文第２章 40 頁〉 

(１）医療機関と消費者間での契約・解約に関する相談が半数を超えている 

医療機関からの費用面の説明に関し、冷静に考えられない状況下、考える時間を与えない

手術など、誤認や困惑した状況下での説明の問題がみられた。 

解約に関し、医療行為は準委任契約であり、解約は自由のはずであるが、相談では「中途

解約不可」「当日解約不可」など、消費者への医療機関の説明が不足している問題もみられる。 
 

(２)役務品質に関する相談が半数を超えている 
医療機関で受けた説明の「当日から化粧ができる」「リスクはない」などとの説明と施術後

の状態の違いや、期待した内容と結果の違いなどを問題にする「施術不良」などの「役務品

質」関連の相談が多い。「役務品質」に関連しての相談が半数を超え、医師または医療機関の

対応の改善が重要と思われる。 

 

(３)「美容医療」は広告が関連する相談の割合が「他の医療サービス」に比べて高い 

消費者は雑誌広告を医療機関の情報源としていることが相談事例からうかがえる。美容医

療に関する雑誌広告は美容医療関連の掲載件数や雑誌数、頁数・割合とも多いため必要な情

報量が多いように思いがちである。しかし、雑誌広告の内容を調べると効果や結果保証など

に関する情報が多く、これらの広告と施術内容や施術結果の違いに関する相談などの問題が

みられた。 
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４．主な事例〈本文第２章 34 頁〉 
 
(１）契約・解約に関する相談 
事例１ 手術結果に異議を申し立てないとの同意書の有効性は   

二重まぶたの手術前に、手術の結果については異議を申し立てないという同意書に、署名

捺印を求められ応じた。しかし、もし手術が失敗した時も、この同意書にもとづいて、何も

苦情をいえないのだろうか。（10 歳代 女性）4

事例２ 十分な説明もせずに手術を勧められ 
美容整形外科に説明だけを聞くつもりで行ったら、ろくに説明もせずに手術を勧められ、

断わりきれず、後日手術をしてしまった。顔が前よりひどくなり、前からあった顎関節症も

ひどくなった。支払い残金もあるし、補償を求めたい。（40 歳代 女性） 
 
(２）役務（施術）品質、安全面に関する相談 
事例３ リスクはないとの説明受けた  

新聞の折込チラシを見て病院に出向いた。絶対にリスクは無いとの説明を受け、頬の高い

ところをとったが、でこぼこにたるんでみえ、顔の輪郭が変わったように見える。別の医者

には、取ってはいけないところで再手術はできないといわれた。（20 歳代 女性） 
事例４ 術後の説明がない 

雑誌広告を見て腹部、上腕の脂肪吸引の美容整形を受けたが、直後から体調が悪くなった。

腕は膨れむくみが出ることがあり､満腹感を感じず、背中の痛み、疲れがあり、仕事も辞めた。

術後の症状の説明がなく、補償して欲しい。（20 歳代 女性） 
事例５ 身体被害が発生している 

レーザー脱毛でやけどをし、水ぶくれになった。契約書には解約しても全額払うように書

いてある。（40 歳代 女性） 
 
(３）広告に関する相談 
事例６ 広告を見て、電話し、その説明の価格より高額 

雑誌広告を見て電話で尋ねると二重まぶた手術は８万円からと言われた。実際に出かけて

行き聞くと、効果があるのは４５万円という。虚偽説明だ。（20 歳代 女性） 

事例７ チラシで 100％完治をうたう 

チラシで 100％完治とのうたい文句の美容整形でワキガの手術を受けた。しかしまだ臭い

が残っていて、傷跡もある。費用を返して欲しい。（20 歳代 女性） 

 

 

 

                                                 
4 （）内は契約当事者の年齢・性別 
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Ⅱ 美容医療に関連する雑誌広告の実態〈本文第３章 47 頁〉 
「美容医療」では広告に関連した相談件数の多さや相談事例などからみて、美容医療の雑

誌広告は消費者に誤解を与えやすい内容が多く、情報提供の内容や方法が適切とはいえない

状況にあると思われる。 
2003 年 9 月5に東京都下の書店で購入した、女性週刊誌、女性誌、一般週刊誌、男性誌な

ど 30 誌6に関し、美容医療関連の広告を調べた（表参照）。 
 

 表 雑誌に掲載された美容医療機関関連の広告件数、頁数 （雑誌各分類の最少・最多） 
「美容医療」関連広告  

 

雑誌分類 

調 査 対

象 雑 誌

数 

関連美容医療

機関数 （件）

頁数    

（頁） 

総頁数に占める

割合    （％）

女性週刊誌  3 14～22 14.2～19.2 6.6～ 9.3 

女性誌（掲載あり）  7  2～21  8.0～41.2 1.6～22.2 

女性誌（掲載無）  5 0 0 0 

一般週刊誌  3  2～ 3 1.0～1.3 0.4～0.5 

男性誌 10  2～ 5 3.0～9.0 1.0～6.2 

コミック誌  2 1 0.3～1.0 0.1～0.2 

調査延総数 30 171 226    0～22.2 

 

(１）美容医療関連の雑誌広告は掲載誌数、頁数、掲載医療機関の件数とも多い 

調査した女性週刊誌や女性誌や男性誌などの雑誌 30 誌には、美容医療関連の広告件数は、

関連美容医療機関数、頁数ともに多く、中には雑誌の総頁の 20％を超えるものもあり量的に

多かった。一方、「他の医療サービス」関連の医療機関（産婦人科・外科など）の広告掲載は

数件であった。 
(２）掲載形態はビデオ、書籍、CD－ROM など出版物の形態での広告が多数 

美容医療関連の広告の掲載形態は、掲載内容の随所に「パッケージより」、書籍「目次より」、

「CD－ROM パッケージより」などの表示があり、「ビデオ」などの出版物の広告形態をと

るものが多かった。同広告には「内容に関する問い合わせ先」としてクリニックや医療機関

が紹介され、電話番号が掲載されていた。 
(３）施術内容などに関する情報は多いが客観性の確認が難しい 

雑誌広告には「キャンペーン価格」「モニター募集」「24 時間電話相談フリーダイヤル」「割

引」「OFF」「無痛」「無傷」「安心」「短時間」「手軽」「永久」「美を求めて」「美しく若返る」

「コンプレックスをなくしませんか」などのうたい文句が多かった。 

                                                 
5 さらに 2004 年 5 月～6 月にも 12 誌を購入し調査したところ、総頁に占める掲載割合が 2
割超えるものがあるなど、ほぼ同程度に多量である。. 
6 主に日本雑誌協会調べで販売量が上位の雑誌（本文参考資料参照） 
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また、「無痛○○」といった施術内容もあるが、客観性の確認が難しい表現も見られた。 
(４)割安感をうたった費用広告も多いが、美容医療の相談にある契約金額とは格差がある 

各種手術（施術）費用に関して、14 誌に延べ 111 件、11 医療機関関連の広告が掲載されて

いた。その他、「価格破壊」「低料金」「最低の価格」などの表示もあった。 

例えば、「包茎」の場合の広告に掲載されている手術費用は 15 万円であるが、相談の平均

契約金額は 101 万円で 6 倍を超え、広告に掲載されている手術費用と相談事例の金額には格

差がみられた。 
(５）美容医療のメリットを強調する広告が多く、適正さを欠く広告を問題とした相談もある 

広告の現状は、調査した雑誌広告では美容医療のメリットを強調し、誤解を与えやすい内

容が多く、情報提供の内容や方法が適切とはいえない状況がみられた。一方、「施術の限界」

「危険性」「副作用」「費用総額」「解約料」などの受診や契約する際に必要な情報が不足して

いた。 
相談では広告に関して適正さを欠く内容が問題となるケースも多く、これら雑誌広告から

消費者が美容医療を選択している状況が、「美容医療」での広告関連の相談割合の高さと相談

件数増加の一因になっているとみられる。 

 

 

 

 

Ⅲ 美容医療における法的課題 

(１)美容医療の特徴〈本文第 1 章 17 頁〉 
①美容医療は、救急医療のような緊急性をもつものではなく、美容医療手術は、必要性の高

いものとは多くの場合いえない。 
②美容医療医学の歴史も浅く、手術方法・効果・安全性等について確たる検証もないことが

多く、一般的な手術方法が定着していない。従って、個々の医師の判断によって、美容医療

手術の方法等が委ねられているのが現状である。 
③美容医療は、自由診療であり、手術費用が高額となる。この点で、利用者の経済的な負担

を大きくし、金銭面はじめ利用者の不満が強く、トラブルが比較的多発する傾向にある。 
④しかし、他面、利用者は、自己の外貌等にコンプレックスを持っているため、利用者は美

容医療手術をしたことやこの手術が失敗したことを他人に知られたくないため隠したいと

の心理から、上記③のトラブルが表面に出にくい面もあることも否めない。 
(２)美容医療における説明責任〈本文第４章 69 頁〉 

①美容医療手術においては、多くの場合この手術の緊急性・必要性が乏しいので、この手術

を実施するか否かの判断は、専ら利用者の自己決定に委ねられる。 
そこで、医師としては、手術の方法・内容・効果、手術に伴う副作用の有無、ことに医師

のこれまで扱った当該手術の経験（手術歴）について、利用者の自己決定にとって必要かつ
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十分な判断材料を提供し、利用者がこの点について慎重に吟味する機会を与える必要がある。

しかも、説明の方法についても、専門用語を駆使するのではなく患者にとって理解できるよ

うなわかりやすい表現で行わなければ、医師の説明義務を尽くしたとはいえない。 
②美容医療手術においては、医師は美容医療手術の結果に関し、明瞭かつ具体的に説明する

べきで、「可愛くしてあげる」等の主観的な表現は、具体的なものではなく説明不十分・不正

確であるといえる。 
③さらに、美容医療施術により、傷痕が残存するか、残存する場合にはその部位、形状、色、

大きさ、残存する期間などの点は、利用者にとって最大の関心事であるから、必要かつ十分

に説明しなければならない。 
④医師が、美容医療手術の内容について、簡単かつ楽観的な記述を女性誌に掲載しているの

は、利用者を誘引し、利用者がこれを信じて手術を受けようとするのであるから、この美容

医療手術の危険性等がある場合は、これについて十分な説明をすべきである。 
 
 
 

 

 

Ⅳ 被害の未然防止等の方策と消費者へのアドバイス 

１．美容医療にかかわる被害の未然防止・救済のための方策〈本文第５章 7５頁〉 
(１）専門家である医師は、消費者に対し施術に伴うリスクなどに関する十分な説明が必要 

専門家としての医師または医療機関は、消費者の契約の決定に必要な契約内容や施術内容

に関し客観的でわかり易い説明を行い、十分に検討時間を与え、消費者との合意を確認した

上での契約・施術が大切である。 
施術を受けて皮膚障害、やけど、神経麻痺などの身体被害が発生するなどもあり、安全面

の確保と問題が起こった時の医療機関の適切な対応の検討が必要と思われる。 
また、消費者には正常な状態に戻るまでの経過などが不明な場合も多いので、術後の経過

や対処方法、ケアなどについて十分な説明が必要である。 
(２）消費者の意向を尊重した「契約・解約」に関してのルール化が必要 

「美容医療」は全国一律の保険診療とは違い、医療機関が費用を自由に設定できる自由診

療である。美容医療機関から消費者に対して、料金や解約料などの契約や解約条件に関する

事前、事後にわたる十分な説明とルールの明示などが必要である。 
また､未成年者の受けた手術・施術に関して、未成年者が親に内緒のままの手術や親への説

明が不十分なまま手術を受け、高額の費用の請求を受ける事例が多く、未成年者の契約に関

しての消費者保護が十分とはいえない状況の改善が必要である。 

なお、未成年者契約取消（民法 4 条）を行った場合、現存利益の返還義務があるが、美容

目的の手術は返還すべき利益は無く、相談者に支払義務はないとも考えられる。 
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(３）雑誌広告の適正化と消費者の選択に役立つ情報の提供へ向けた取り組みが望まれる 

消費者から情報源として利用されている雑誌広告に関しては、消費者に過度の期待や誤解

を与えない情報提供がなされるよう、関係機関での早急な改善が必要である。また、雑誌広

告等において「施術の限界」「危険性」「副作用」「費用総額」などの情報に関して適正かつ十

分になるように見直しが待たれる。 

 
 
２．消費者へのアドバイス〈本文第５章 7６頁〉 
(１）消費者が選択できる医療なので、美容医療情報を確認する 

美容医療は消費者が自ら選択して受ける医療であり、施術を受けるかどうかや医療機関、

医師の選択に際しては、広告のみに頼らずに各種団体7からの美容医療に関する情報の提供が

あるので、様々な情報の収集に努めること。 

(２）美容医療にもリスクがつきもの 

美容医療8は経済的負担が大きく、身体的負担やリスクがあることを念頭に、自分にとって

必要かどうか、良く考え、何とかしたい状況が保険診療で治療が可能かどうか確認する。 

(３）契約は慎重にする 

予約してしまうと解約にも高額の請求を受けるケースがあるので、契約内容、解約方法、

費用総額や施術内容やリスクを医師や医療機関に事前に確認してから、予約すること。 

その場で手術や契約、予約を勧められても、冷静に判断できるまでは断わり、例えば一旦

家に持ち帰り検討すること。 

別添のチェックリストを参考に、消費者は医療機関へ納得できるまで施術や契約内容など

の説明を求め、情報収集し検討したうえで契約は慎重にすることが大切である。 

(４）術前の検査や術後のケアを守る 

医師に術前に必要な検査や生活上の注意点、術後の状況の説明や注意点を聞き、注意を守

り必要なケアをする。手術後は細菌感染などの二次感染に注意する。 
(５）メモや資料は整理して保管する 

トラブルが発生した場合は、医師・医療機関とのやり取りなどの客観的な事実が争点にな

るので、契約の経過など事実関係を整理し、メモや各種資料などを整理・保管し、消費生活

センターまたは弁護士などに相談すること。 
 
 
 
 
 

                                                 
7 （社）日本美容医療協会：www.jaam.or.jp/  など 
8 いわゆる「プチ整形」も同様 
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３．関係機関へ望むこと〈本文第５章 7７頁〉 
美容医療事業者・関連団体へ望むこと 
(１) 医師のリスク説明などの充実と施術での安全面の配慮と事後管理について 

消費者の希望に対応した医師からのリスクも含めた施術の説明とアドバイスの充実、施術

面での安全面と事後管理への配慮、経過説明等インフォームドコンセントを充実すること。 

(２) 消費者への契約のルールの明示について 

手術承諾書や同意書内容を見直し、契約面に関し費用が必要な行為と費用総額、解約料金

などのルールを明示すること。 

 特に、未成年者本人および保護者に対する説明を十分実施すること。 

(３) 広告等の内容の見直しとチェック体制の整備について 

法律の定める広告できる範囲、及び「美容医療に関わる広告、記事等における自主規制コ

ード」（平成 6 年 12 月）などに基づいた、広告等の見直し及びチェック体制を整備すること。 
(４) 広告内容の適正化について 

 施術内容を事前に把握し検討できるような広告等の内容を適正化すること。 

(５) 消費者相談対応の拡充について 

消費者は事前・事後を含めて美容医療についての専門的な相談を受けられるよう、対応窓

口や問い合わせ窓口を拡充すること。 

 

広告関連団体に望むこと 
(１) 消費者の選択に役立つ適正で有意義な情報の提供 
(２)広告内容の見直しとチェック体制の充実 
 法律の定める広告できる範囲、及び「雑誌広告掲載基準」（平成 16 年 7 月）に基づく内容

となるよう、広告の見直しとチェック体制を整備すること。 
(３）消費者の選択をゆがめるような虚偽・誇大な広告等に対する広告内容の適正化 
雑誌などの美容医療広告の「独自の治療情報」「手術費用」など、医療法に認められていな

い広告内容の適正化が必要である。 
 

行政へ望むこと 
本やビデオ、CD-ROM など出版物の広告の形態での美容医療広告が氾濫している。 

(１) 雑誌や折込広告などの表示の適正化へ向けた取り組み 

(２) 消費者の選択をゆがめるような虚偽・誇大な広告等に対する厳正な対処 

(３) 消費者の自己決定に役立つような、広告等の客観性確保に向けたチェック体制の充実 
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（別添）消費者のための美容医療チェックリスト 〈本文第５章 7８頁〉 
医療機関の選択に際して 
 ①相談・カウンセリングの段階からの費用の説明はあったか 

 

 ②保険適用で受けられる施術なのかどうか説明があったか 
 
 ③契約・解約条件の説明、ルールの明示はあったか 
 
 ④手術費用について、治るまでの費用総額の詳細の説明はあったか 
 
 ⑤担当医などの体制、専門の麻酔医など医療体制の説明はあったか 
 
 ⑥担当医の担当する範囲の説明はあったか 
 
 
施術・手術を受ける前に 
 ①自由診療での費用や支払方法、支払時期の説明はあったか 

 

 ②担当医師から希望している施術の効果や限界や個人差など説明があったか 

 

 ③リスクの説明、副作用の説明はあったか 

 

 ④術前の検査や術後のケアの説明はあったか 

 

 ⑤治療が必要な期間および普通の生活に戻れるまでの期間の説明はあったか 

 

 

施術後の注意について 

 ①医師から術後の状況や注意点、ケア方法の説明はあったか 

 

 ②手術後の細菌感染などについての危険性の説明はあったか 

 

 

治療期間中に危害が起こった場合について 

 ①治療期間中に身体に危害などの問題が発生した時の対処方法の説明があったか 

 

 ②医療関連団体などの相談窓口の紹介はあったか    －国民生活センター 作成－ 
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<title>美容医療にかかわる消費者被害の未然防止に向けて</title> 
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